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平成２３年１１月３０日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 山下京子 

平成２２年(ワ)第１１０１７号不正競争防止法に基づく差止め等請求事件（以下「第

１事件」という。），同年(ワ)第３６１０９号不正競争行為差止等請求事件（以下

「第２事件」という。），同年(ワ)第３８９１２号不正競争行為差止等請求事件（以

下「第３事件」という。） 

口頭弁論終結日 平成２３年８月２９日 

判 決              

東京都中野区＜以下略＞ 

第１事件原告・第２事件被告・第３事件原告 

             日 本 書 写 能 力 検 定 委 員 会                 

          （以下「原告中野書写検」という。） 

東京都中野区＜以下略＞ 

第 ２ 事 件 被 告               一 般 社 団 法 人 日 本                 

             書 写 能 力 検 定 委 員 会                 

      （以下「被告社団法人中野書写検」という。） 

東京都青梅市＜以下略＞ 

第 ２ 事 件 被 告                    Ａ 

上記３名訴訟代理人弁護士 嵯 峨 清 喜                 

同            和 田 茂 樹                 

東京都青梅市＜以下略＞ 

第１事件被告・第２事件原告 

             琴 河 原 株 式 会 社                 

            （以下「被告琴河原」という。） 

東京都青梅市＜以下略＞ 

第 １ 事 件 被 告                     Ｂ 

東京都青梅市＜以下略＞ 
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第 ３ 事 件 被 告               一 般 社 団 法 人 全 国                 

             書 写 書 道 教 育 振 興 会                 

    （以下「被告社団法人書写書道振興会」という。） 

上記３名訴訟代理人弁護士 鈴 木 亜 英                 

同            鈴 木 麗 加                 

主 文              

 １ 第１事件及び第３事件 

   原告中野書写検の請求をいずれも棄却する。 

 ２ 第２事件 

  (1) 原告中野書写検は，書写書道の教授，普及，講演会・セミナー・展示会・

コンクール・講習会の開催，資格認定，通信教育の企画，運営，実施，及び

教材・書籍・出版物・機関誌その他の印刷物の販売配布その他これに関連す

る一切の事業活動において，「日本書写能力検定委員会」又は「書写検」若

しくは「shoshaken」の各表示を使用してはならない。 

  (2) 原告中野書写検は，表札，看板，印章，教材，名刺，パンフレットその他

の文書及び印刷物，ホームページ，ドメイン名から，「日本書写能力検定委

員会」又は「書写検」若しくは「shoshaken」の各表示を抹消せよ。 

  (3) 被告社団法人中野書写検は，法人名として「日本書写能力検定委員会」と

いう名称を使用してはならない。 

  (4) 被告社団法人中野書写検は，平成２２年２月２２日付けをもってされた設

立登記中，「日本書写能力検定委員会」の名称の抹消登記手続をせよ。 

  (5) 原告中野書写検は，別紙送付先リスト記載１～１９，４２～６３４の各送

付先に対し，別紙通知文を送付せよ。 

  (6) 原告中野書写検，被告社団法人中野書写検及び被告Ａは，被告琴河原に対

し，連帯して２５５万７０００円及びこれに対する平成２２年１０月６日か

ら支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 
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  (7) 被告琴河原のその余の請求をいずれも棄却する。 

 ３ 訴訟費用の負担 

   訴訟費用は，全事件を通じ，被告琴河原に生じた費用の３分の１，被告Ｂ及

び被告社団法人書写書道振興会に生じた費用を原告中野書写検の負担，被告琴

河原に生じた費用の各９分の２を被告社団法人中野書写検及び被告Ａのそれ

ぞれの負担，原告中野書写検に生じた費用の５分の１，被告社団法人中野書写

検及び被告Ａに生じた費用の各３分の１を被告琴河原の負担とし，その余は各

自の負担とする。 

事 実 及 び 理 由              

第１ 請求 

 １ 第１事件 

  (1) 被告琴河原は，書写書道の検定試験，ライセンス，指導者養成，講習会，

通信教育，教材・書籍・出版物の販売その他これに関連する一切の事業にお

いて，「書写検」及び「日本書写書道検定委員会」の各表示を使用してはな

らない。 

  (2) 被告琴河原及び被告Ｂは，被告社団法人書写書道振興会と共同して，書写

書道の全国コンクール事業及びこれに付帯する事業において，「全国書写書

道教育振興会」の表示及び別紙コンクール目録記載の各コンクール名を使用

してはならない。 

  (3) 被告琴河原は，表札，看板，印章，教材，名刺，パンフレット，アルバム

その他の文書及び印刷物並びにホームページから，「書写検」，「日本書写

書道検定委員会」及び「全国書写書道教育振興会」の各表示並びに別紙コン

クール目録記載の各コンクール名を抹消せよ。 

 ２ 第２事件 

  (1) 主文２項(1)同旨 

  (2) 主文２項(2)同旨 
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  (3) 主文２項(3)同旨 

  (4) 主文２項(4)同旨 

  (5) 原告中野書写検は，別紙送付先リスト記載の送付先に対し，別紙通知文（案

）を送付せよ。 

  (6) 原告中野書写検，被告社団法人中野書写検及び被告Ａは，被告琴河原に対

し，連帯して４４８０万３６００円及びこれに対する平成２２年１０月６日

から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 ３ 第３事件 

  (1) 被告社団法人書写書道振興会は，被告琴河原及び被告Ｂと共同して，書写

書道の全国コンクール事業及びこれに付帯する事業において，「全国書写書

道教育振興会」の表示及び別紙コンクール目録記載の各コンクール名を使用

してはならない。 

  (2) 被告社団法人書写書道振興会は，表札，看板，印章，教材，名刺，パンフ

レット，アルバムその他の文書及び印刷物並びにホームページから，「全国

書写書道教育振興会」の表示及び別紙コンクール目録記載の各コンクール名

を抹消せよ。 

第２ 事案の概要 

   以下，原告中野書写検，被告社団法人中野書写検及び被告Ａを併せて「原告

ら」といい，被告琴河原，被告Ｂ及び被告社団法人書写書道振興会を併せて「被

告ら」という。 

   本件は，書写書道に関する検定試験等の事業を行う原告中野書写検が，権利

能力なき社団である「日本書写能力検定委員会」（以下「旧書写検」という。

）と同一の団体であり，その営業表示（商品等表示）である「日本書写能力検

定委員会」及びその略称「書写検」が周知性を有するところ，被告琴河原が，

「日本書写能力検定委員会」に酷似する「日本書写書道検定委員会」（以下「書

写書道検」という。）を設置し，書写書道検が旧書写検そのもの又はその正当
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な承継団体であるかのように誤信させて著しい混同を生じさせているから，不

正競争防止法２条１項１号に該当するなどと主張し，①被告琴河原に対し，不

正競争防止法３条１項に基づく差止請求として，書写書道の検定試験等の一切

の事業において，「書写検」及び「日本書写書道検定委員会」の表示の使用禁

止（請求１(1)），②被告琴河原及び被告Ｂに対し，被告琴河原につき不正競

争防止法３条１項又は不法行為，被告Ｂにつき不法行為に基づく差止請求とし

て，被告社団法人書写書道振興会と共同して，書写書道の全国コンクール事業

等において，「全国書写書道教育振興会」の表示等の使用禁止（請求１(2)），

③被告琴河原に対し，不正競争防止法３条２項に基づく廃棄請求として，表札，

看板，印章等から，「書写検」，「日本書写書道検定委員会」及び「全国書写

書道教育振興会」の表示等の削除（請求１(3)）を求めるとともに（第１事件

），被告社団法人書写書道振興会に対し，④不正競争防止法３条１項又は不法

行為に基づく差止請求として，被告琴河原及び被告Ｂと共同して，書写書道の

全国コンクール事業等において，「全国書写書道教育振興会」の表示等の使用

禁止（請求３(1)），⑤不正競争防止法３条２項又は不法行為に基づく廃棄請

求として，表札，看板，印章等から，「全国書写書道教育振興会」の表示等の

削除（請求３(2)）を求めた（第３事件）事案である。 

   これに対し，被告琴河原が，旧書写検は被告琴河原の一事業部門であったか

ら，「日本書写能力検定委員会」及びその略称「書写検」（英語表記「shoshaken

」）の表示が被告琴河原の営業表示（商品等表示）であるところ，原告中野書

写検が上記各表示を使用して被告琴河原と同一の事業を行っているから，不正

競争防止法２条１項１号に該当するなどと主張して，①原告中野書写検に対し，

不正競争防止法３条１項に基づく差止請求として，書写書道の教授等の一切の

事業において，「日本書写能力検定委員会」又は「書写検」若しくは「shoshaken

」の各表示の使用禁止（請求２(1)），②不正競争防止法３条２項に基づく廃

棄請求として，表札，看板，印章等から，「日本書写能力検定委員会」又は「書
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写検」若しくは「shoshaken」の各表示の抹消（請求２(2)），③被告社団法人

中野書写検に対し，不正競争防止法３条１項に基づく差止請求として，法人名

として「日本書写能力検定委員会」という名称の使用禁止（請求２(3)），④

不正競争防止法３条２項に基づく廃棄請求として，設立登記中，「日本書写能

力検定委員会」の名称の抹消登記手続（請求２(4)），⑤原告中野書写検に対

し，不正競争防止法１４条に基づく信用回復の措置請求として，通知文（案）

の送付（請求２(5)），⑥原告らに対し，原告中野書写検及び被告社団法人中

野書写検につき不正競争防止法４条及び不法行為，被告Ａにつき不法行為に基

づく損害賠償請求として，４４８０万６０００円（附帯請求として訴状送達の

日の翌日以降である平成２２年１０月６日から支払済みまで民法所定の年５

分の割合による遅延損害金）の連帯支払（請求２(6)）を求めた（第２事件）

事案である。 

 １ 前提事実（当事者間に争いがない。） 

  (1) 旧書写検 

   ア 旧書写検 

     旧書写検は，昭和５９年４月，琴河原学園における書写書道の経験と実

績を生かし，琴河原学園を母体として，文部省の学習指導要領に基づく「正

しく整った読みやすい文字」の全国普及を目的として設立された団体であ

る。 

   イ 旧書写検の沿革 

     Ｃ（被告琴河原の前代表取締役）は，終戦後，日曜学校（教会）の生徒

達に学習やそろばんを教え始め，これが琴河原学園の始まりとなった。Ｃ

は，昭和４５年，書写指導者を採用し，琴河原学園において書道教室を始

め，昭和５２年，琴河原学園の学園生向けに書道検定・書道コンクールを

始めるとともに，教材の開発・作成を始めた。 

   ウ Ｃの理事長就任 



 7 

     Ｃは，昭和５９年４月，旧書写検の設立とともに，旧書写検の理事長に

就任した。 

  (2) 原告ら 

   ア 原告中野書写検 

     原告中野書写検は，原告らが旧書写検と同一であると主張する団体であ

る。 

   イ 被告Ａ 

     被告Ａは，原告中野書写検の理事長兼会長であって，被告社団法人中野

書写検の代表理事である。 

     被告Ａは，昭和４８年以来，Ｃに師事し，平成１７年１月１日，被告琴

河原の取締役に就任し，平成２１年６月１６日，Ｃに代わって，旧書写検

の理事長に就任した。しかし，被告琴河原は，平成２２年１月３１日開催

の臨時株主総会において，被告Ａを取締役から解任する旨を決議した。 

   ウ 被告社団法人中野書写検 

     被告社団法人中野書写検は，平成２２年２月２２日，「一般社団法人日

本書写能力検定委員会」との名称で設立された一般社団法人である。 

  (3) 被告ら 

   ア 被告琴河原 

     被告琴河原は，昭和５７年１０月，珠算，書道，学習の生涯教育事業等

を目的として「有限会社琴河原学園」との商号で設立され，平成１２年６

月１２日，株式会社に組織変更された会社である。 

   イ 被告Ｂ 

     被告Ｂは，Ｃの子であり，平成２１年６月１６日，被告琴河原の代表取

締役に就任した。 

   ウ 書写書道検 

     書写書道検は，被告琴河原の一事業部門であり，被告らが，被告琴河原



 8 

の一事業部門であった旧書写検の事業を引き継いだと主張する団体であ

る。 

   エ 被告社団法人書写書道振興会 

     被告社団法人書写書道振興会は，平成２２年４月１日，「一般社団法人

全国書写書道教育振興会」との名称で設立された一般社団法人である。 

  (4) 旧書写検の事業と名称の周知性 

   ア 毎日新聞社との共催による全国大会（全国コンクール）の開催 

     旧書写検は，昭和６０年，第１回全国年賀はがきコンクール，第１回全

国硬筆コンクールをそれぞれ開催し，昭和６１年，毎日新聞社との共催に

より第１回毎日学生書き初め展覧会を開催した。その後，旧書写検は，毎

日新聞社との共催により，毎日ひらがな・かきかたコンクール，毎日全国

学生書写書道展，全国硬筆コンクール，全国年賀はがきコンクール，毎日

学生書き初め展覧会を年１回開催し，回数はいずれも２０回を超え，文部

科学省等の後援を得ていた。 

   イ 旧書写検の事業 

     旧書写検の事業は，以下のとおりであった。 

    (ア) 全国大会の開催（従来は毎日新聞社との共催） 

     ａ 毎日ひらがな・かきかたコンクール 

     ｂ 毎日全国学生書写書道展 

     ｃ 全国硬筆コンクール 

     ｄ 全国年賀はがきコンクール 

     ｅ 毎日学生書き初め展覧会 

    (イ) 全国書写能力検定試験の実施（毎月） 

     ａ 学校教育部門 

       硬筆楷書検定 硬筆行書検定 毛筆半紙検定 毛筆本検定 

     ｂ 生涯学習部門 
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       毛筆行書検定 毛筆連綿検定 毛筆細字検定 毛筆草書検定 

    (ウ) 資格認定と指導者育成 

     ａ 指導者ライセンスの認定 

     ｂ 講習会の開催 

     ｃ 生徒指導，開塾の支援 

       段階をおった検定システムと指導研修会を通して教室運営のサポー

トをする。 

    (エ) 教育実習制度 

      教育実習の単位登録制度 

    (オ) 通信教育の実施 

      通学が無理な方のための検定受験と添削指導 

    (カ) 手本及び教材の開発・頒布 

      幼児向けひらがな練習帳・各硬筆検定練習帳・各毛筆検定手本・硬筆

用具・毛筆用具・毛筆用指導用教材などの開発と頒布 

   ウ 名称の周知性 

     旧書写検は，約２００名の会員を擁し，検定受検者数は毎月約１万名，

年間５つの全国コンクールの参加者は年間１１万名であった。「日本書写

能力検定委員会」及びその略称「書写検」（英語表記「shoshaken」）の

名称は，全国の会員，生徒，受験者，コンクール参加者等の間に広く認識

され，周知性を得ていた。 

  (5) 原告中野書写検と被告琴河原の事業における名称等の比較 

    原告中野書写検と被告琴河原（書写書道検）は，それぞれ旧書写検と同一

の事業を行っており，その事業に関する名称等の比較は，別紙名称・デザイ

ン等混同惹起一覧のとおりである。 

 ２ 争点 

  (1) 全事件共通 
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    旧書写検が権利能力なき社団であり，「日本書写能力検定委員会」及びそ

の略称「書写検」（英語表記「shoshaken」）という営業表示の主体であっ

たか。 

  (2) 第１事件及び第３事件 

   ア 被告琴河原による「書写検」又は「日本書写書道検定委員会」の表示の

使用が不正競争防止法２条１項１号に該当し，原告中野書写検の営業上の

利益の侵害又は侵害のおそれがあるか。 

   イ 被告らによる「全国書写書道教育振興会」の表示の使用が不正競争防止

法２条１項１号又は不法行為に該当し，原告中野書写検の営業上の利益の

侵害又は侵害のおそれがあるか。 

  (3) 第２事件 

   ア 原告中野書写検による「日本書写能力検定委員会」及びその略称「書写

検」（英語表記「shoshaken」）の表示の使用が不正競争防止法２条１項

１号に該当し，被告琴河原の営業上の利益の侵害又は侵害のおそれがある

か。 

   イ 被告社団法人中野書写検による「日本書写能力検定委員会」の表示の使

用が不正競争防止法２条１項１号に該当し，被告琴河原の営業上の利益の

侵害又は侵害のおそれがあるか。 

   ウ 原告らが不正競争防止法４条・不法行為に基づく損害賠償責任を負うか。 

   エ 被告琴河原の損害額 

   オ 被告琴河原の信用を回復する措置が必要か。 

 ３ 争点に関する当事者の主張 

  (1) 全事件共通 

    旧書写検が権利能力なき社団であり，「日本書写能力検定委員会」及びそ

の略称「書写検」（英語表記「shoshaken」）という営業表示の主体であっ

たか（争点(1)）について 
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   （原告らの主張） 

   ア 旧書写検（原告中野書写検と同一団体）は，本部会則（甲１の１）に基

づき，理事長１名，副理事長若干名，理事３名以上７名以内の役員が置か

れ（本部会則７条），理事の互選で選任された理事長が旧書写検を代表し，

その業務を統括していた（本部会則８条，９条）。旧書写検の事業につい

ての議決機関として理事会が置かれ，議決は本部会則に基づき多数決の原

則により行われていた（本部会則１０条，１７条）。 

     旧書写検には「会員制度」が存在し（本部会則５条），会員制度は本部

会則（５条２項）に基づき制定され本部会則と一体である「会員制度につ

いての規定」（甲１の２）によって運営され，旧書写検の組織の一部を構

成していた。会員制度における会員総会は，事業計画及び収支予算，事業

報告及び収支決算等について議決し（甲１の２・２４条），運用により多

数決による議決がされていた。 

   イ 旧書写検の検定試験等その本質的事業部分を除いた実務的業務について

は，設立以来，旧書写検創業者・前理事長のＣが代表取締役を兼務してき

た被告琴河原に対し包括的に委託して処理するという暗黙の処理方式が

取られてきた。会計経理業務等財務についても被告琴河原が包括的に受託

して処理してきたが，旧書写検の対外的活動に必要な収入（検定料，出品

料，受講料等）は旧書写検名義の預貯金口座に振込入金されるシステムが

確立し，旧書写検としての収入及び支出が独立会計として処理されるなど，

財産的側面においても，団体として内部的に運営し，対外的に活動するの

に必要な収入を得る仕組みが確保され，かつ，その収支を管理する体制が

備わっていた。 

   ウ 以上のとおり，旧書写検は，設立以来，団体としての組織を備え，多数

決の原則が行われ，構成員の変更にもかかわらず団体そのものが存続し，

代表の方法，総会の運営，財産の管理その他団体としての主要な点が確定



 12 

した任意団体として運営されてきたものである。このことは，旧書写検創

業者のＣをはじめ，理事長兼会長の被告Ａ，全国の会員，受験者，全国コ

ンクールの共催団体である毎日新聞社，後援団体である文部科学省その他

の公的機関等，すべての関係者間において一致した認識であった。 

   （被告らの主張） 

   ア 原告らの主張はいずれも否認する。 

   イ 旧書写検の実体は，書道教育の一環として，被告琴河原に設置された一

事業部門であった。そのため，被告琴河原の定款（甲２の２，平成２２年

２月改訂前のもの。）３０条には「当会社の目的遂行のために，琴河原学

園及び日本書写能力検定委員会，日本パソコン能力検定委員会を設置する。

」と明記されている。琴河原学園，旧書写検，日本パソコン能力検定委員

会の事務を処理する者は全て被告琴河原の従業員であり，被告琴河原から

給与が支給されていた。各部門売上は，被告琴河原の事業売上として毎年

決算承認され税務申告されていた。 

     旧書写検の「会則」を作成したのは，全国コンクールに文部科学省や毎

日新聞社の後援等を得るためには，主催団体の会則や事業報告書，役員名

簿等を添付すべきものとされていたからである（乙１）。要するに，文部

科学省の後援等を得るために作成された会則であり，これに基づき旧書写

検の組織や事業が運営された実績はない。会則１６条によれば，有給の「職

員」を置くこととなっているが，旧書写検の事務は全て被告琴河原の従業

員が担当してきた。会則１９条１号に明記された「設立当初の財産目録」

など作成されたこともない。会則は形式的なものにすぎない。 

   ウ 旧書写検は，被告琴河原の一事業部門であり，旧書写検の名称の周知性

やそれに伴う利益は全て被告琴河原に帰属すべきものである。 

  (2) 第１事件及び第３事件 

   ア 被告琴河原による「書写検」又は「日本書写書道検定委員会」の表示の
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使用が不正競争防止法２条１項１号に該当するか等（争点(2)ア）につい

て 

   （原告中野書写検の主張） 

    (ア) 被告琴河原は，その一事業部門として旧書写検（原告中野書写検と

同一団体）の名称と酷似した「日本書写書道検定委員会」（「日本書写

能力検定委員会」の「書写」を「書写書道」に置き換え「能力」を削除

しただけで，その他の文字配列は全く同じであり，外観及び称呼におい

て酷似する。）を設置し，旧書写検の略称である「書写検」も，「日本

書写書道検定委員会」の略称としてそのまま用いている。 

      被告琴河原の上記行為は，全国の会員及び受験者等に対し，「日本書

写書道検定委員会」が旧書写検そのもの又はその正当な承継団体である

かのように誤信させて著しい混同を生じさせており，不正競争防止法２

条１項１号の不正競争行為に該当することは明白である。 

    (イ) 被告琴河原の上記行為によって，原告中野書写検がその営業上の利

益を侵害され，又は侵害されるおそれがあることも明らかである。 

   （被告琴河原の主張） 

     原告中野書写検の主張はいずれも否認する。 

   イ 被告らによる「全国書写書道教育振興会」の表示の使用が不正競争防止

法２条１項１号又は不法行為に該当するか等（争点(2)イ）について 

   （原告中野書写検の主張） 

    (ア) 被告社団法人書写書道振興会は，平成２２年４月１日付けで，「全

国コンクールの開催」等を目的として設立された。旧書写検（原告中野

書写検と同一団体）の名称である「日本書写能力検定委員会」と「全国

書写書道教育振興会」とは「日本」と「全国」が観念的に類似し，「書

写」を「書写書道」に置き換えたのみで，「検定委員会」を「教育振興

会」に置き換えているものの，「書写」ないし「書写書道」という本質
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的部分及び配置が同一で，両者は酷似している。 

      被告社団法人書写書道振興会は，平成２２年度において，別紙コンク

ール目録記載の各コンクールを実施するとしている。これらのコンクー

ルは，別紙コンクール目録記載１及び５の各コンクールについて，大会

名のはじめに「全国」が付いている点を除けば，回次，大会名ともに原

告中野書写検が同年度に実施する大会名と全く同じである。また，対象，

締切りその他の実施方法も原告中野書写検のコンクールとほぼ同じで，

旧書写検の会員名簿等をそのまま用いて勧誘活動を行ったり，被告社団

法人書写書道振興会が従来のコンクール事業を旧書写検及び毎日新聞

社から継承したと繰り返し広報したりしていることとも相まって，原告

中野書写検のコンクール事業との間に著しい混同を生じさせている。 

      被告社団法人書写書道振興会の上記行為は，不正競争防止法２条１項

１号の不正競争行為に該当するとともに，偽計業務妨害行為として不法

行為に該当する。また，別紙コンクール目録記載の各コンクールは，実

質的に被告社団法人書写書道振興会と被告琴河原とが共同で実施する

ものと評価すべきものであり，その中心的役割を担っているのは被告Ｂ

であるから，上記不正競争行為及び不法行為は被告らの共同不法行為に

該当する。 

    (イ) 被告らの上記行為によって，原告中野書写検がその営業上の利益を

侵害され，又は侵害されるおそれがあることが明らかであり，原告中野

書写検に事後的な金銭賠償によっては回復することができない損害を

生じさせるものであることも明らかである。 

   （被告らの主張） 

     原告中野書写検の主張はいずれも否認する。 

  (3) 第２事件 

   ア 原告中野書写検による「日本書写能力検定委員会」及びその略称「書写
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検」（英語表記「shoshaken」）の表示の使用が不正競争防止法２条１項

１号に該当するか等（争点(3)ア）について 

   （被告琴河原の主張） 

    (ア) 旧書写検の名称である「日本書写能力検定委員会」及びその略称「書

写検」（英語表記「shoshaken」）の表示は，被告琴河原の営業表示で

ある。 

    (イ) 原告中野書写検は，旧書写検と同一の名称である「日本書写能力検

定委員会」及びその略称「書写検」（英語表記「shoshaken」）の表示

を使用し，被告琴河原（書写書道検）と同一の事業を実施しているだけ

でなく，旧書写検の名簿を利用し，原告中野書写検が旧書写検の事業を

承継したかのような内容の文書や機関誌を発信し続けているため，旧書

写検と原告中野書写検の混同が生じ，混乱は悪化する一途をたどってい

る。 

      原告中野書写検の上記行為は，不正競争防止法２条１項１号の不正競

争行為に該当する。 

    (ウ) 被告琴河原は，既に毎日新聞社，文部科学省から平成２２年度の書

写書道検に対する後援，共催について，原告中野書写検との係争が解決

するまでは，取りやめるとの通告を受けた。原告中野書写検の上記不正

競争行為により，長年にわたり培ってきた毎日新聞社や文部科学省との

信頼関係にひびが入ってしまったのである。被告琴河原の今後の書道教

育事業が受ける打撃は大きい。 

      被告琴河原は，原告中野書写検の不正競争によって営業上の利益を侵

害されており今後も侵害されるおそれが強い。 

   （原告らの主張） 

     被告琴河原の主張(ア)は否認する。同(イ)のうち，第１段落の初めから

「発信し続けている」までは認め，その余の第１段落及び第２段落は否認
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する。同(ウ)のうち，第１段落の第１文及び第３文は知らない，第１段落

の第２文及び第２段落は否認する。 

   イ 被告社団法人中野書写検による「日本書写能力検定委員会」の表示の使

用が不正競争防止法２条１項１号に該当するか等（争点(3)イ）について 

   （被告琴河原の主張） 

    (ア) 旧書写検の名称である「日本書写能力検定委員会」の表示は，被告

琴河原の営業表示である。 

    (イ) 被告社団法人中野書写検は，旧書写検の名称である「日本書写能力

検定委員会」の表示を使用し，原告中野書写検と共催で全国コンクール

事業を実施しており，参加者がいずれの全国大会に参加すればよいのか

混乱することになるのは必至である。 

      被告社団法人中野書写検の上記行為は，不正競争防止法２条１項１号

の不正競争行為に該当する。 

    (ウ) 被告琴河原は，被告社団法人中野書写検の不正競争によって営業上

の利益を侵害されており今後も侵害されるおそれが強い。 

   （原告らの主張） 

     被告琴河原の主張(ア)は否認する。同(イ)のうち，第１段落の旧書写検

の名称使用及び全国コンクール実施は認め，その余の事実は否認する。同

(ウ)は否認する。 

   ウ 原告らが不正競争防止法４条・不法行為に基づく損害賠償責任を負うか

（争点(3)ウ）について 

   （被告琴河原の主張） 

    (ア) 被告Ａは，原告中野書写検及び被告社団法人中野書写検の代表者と

して，被告琴河原が旧書写検の表示を使用していたことを知っていたか

ら，原告中野書写検及び被告社団法人中野書写検は，旧書写検の表示を

使用して不正競争行為をするにつき故意又は過失がある。 
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    (イ) 原告中野書写検及び被告社団法人中野書写検は，不正競争行為によ

って，対外的に著しい混乱を招き，被告琴河原（書写書道検）の事業を

妨害し続けているのであり，不正競争行為に当たるとともに，不法行為

にも当たる。 

    (ウ) 被告Ａは，被告琴河原の取締役を解任される以前から，会員や生徒

等に対し，被告Ｂの名誉を毀損し，旧書写検において，被告琴河原経営

陣との間で紛争が生じており，旧書写検の利益を代弁するために自らが

闘うといった文書を発信し，被告琴河原の対外的な信用を侵害する行為

を行っていた。 

      また，被告Ａは，直属の部下であったＤ，Ｅ及びＦを使い，被告琴河

原の業務を混乱させたうえで，上記３名が被告琴河原の従業員であった

にもかかわらず，原告中野書写検の従業員になるよう兼業の勧誘を行い，

Ｅについては被告社団法人中野書写検の役員としている。 

      さらに，被告Ａは，被告琴河原の取締役解任後，原告中野書写検の理

事長兼会長と称して，各文書を原告中野書写検の名称を利用して発信し

混乱を招いている。 

      被告Ａは，被告琴河原の取締役在任中から被告琴河原に対し負うべき

忠実義務に違反し信用毀損行為を行い，退任後は，社会的相当性を逸脱

した競業行為を率先して行っている。かかる被告Ａの行為は，取締役在

任中は会社法３５５条，３５６条に基づく忠実義務に，退任後は信義則

上の各義務に違反し，不法行為責任を負う。 

    (エ) 原告中野書写検及び被告社団法人中野書写検の不正競争行為及び不

法行為と被告Ａの不法行為は，社会的にみて一個の行為であるから，共

同不法行為に当たる。 

   （原告らの主張） 

     被告琴河原の主張(ア)は否認する。同(イ)は否認する。同(ウ)の第１段



 18 

落は否認し，第２段落のうち，Ｄ，Ｅ及びＦが被告Ａの直属の部下であり，

被告琴河原の従業員であったこと，Ｅが被告社団法人中野書写検の理事で

あることを認め，その余は否認し，第３段落は知らない，第４段落は否認

する。同(エ)は否認する。 

   エ 被告琴河原の損害額（争点(3)エ）について 

   （被告琴河原の主張） 

    (ア) 原告らによる不正競争行為・不法行為の結果が反映され始めた平成

２２年３月から同年５月までの被告琴河原（書写書道検）の売上を前年

度の同期間の売上と比較すると，３か月間で１３３８万６０００円，月

額で４４６万２０００円販売減少したことが明らかとなった。今後，本

件が終結し，紛争が解決するまでに少なくとも１年かかるとして，被告

琴河原の予想販売減少額は，５３５４万４０００円となる。旧書写検の

利益率は平均して６５％であったから，５３５４万４０００円の６５％

である３４８０万３６００円が，原告らの不正競争行為・不法行為によ

る販売減少の損害額となる。 

    (イ) 原告らの不正競争行為・不法行為により，長年にわたり培ってきた

毎日新聞社や文部科学省との信頼関係にひびが入ってしまったのであ

り，その信用毀損による損害は金額にして１０００万円を下らない。 

    (ウ) したがって，被告琴河原の損害は，少なくとも合計で４４８０万３

６００円となる。 

   （原告らの主張） 

     被告琴河原の主張はいずれも否認する。 

   オ 被告琴河原の信用を回復する措置が必要か（争点(3)オ）について 

   （被告琴河原の主張） 

    (ア) 原告中野書写検の不正競争行為により，旧書写検の生徒に混乱を招

いたばかりか，これまで数十年に亘り付き合いのあった毎日新聞社，文
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部科学省からの全国大会の協賛を失ってしまった。また，原告中野書写

検が，別団体などの協賛を要請するにあたり，Ｃが創設した旧書写検の

後継者であるかの振る舞いを続けているために，対外的にも誤解を招い

ている。 

    (イ) 被告琴河原の元には，混乱した生徒らやその父兄，指導者からの問

い合わせが相次ぎ，対応に苦慮しており，現在も，原告中野書写検から

各文書の送付が続けられる度に，混乱は消えない。原告中野書写検の理

事長兼会長を称する被告Ａが，被告琴河原の元取締役であるために，な

お一層，生徒や父兄，指導者らからは，被告琴河原の管理能力について

問題があるかの指摘を受けることもあった。 

    (ウ) さらに，原告中野書写検から審査委員に向けて提出した甲９０号証

には，本裁判での被告琴河原の書面の一部のみが恣意的に引用され，原

告中野書写検の都合のよい解釈が付されているなど，被告琴河原の信用

を貶める内容が含まれていることは明らかである。 

    (エ) 以上を考慮すれば，被告琴河原の信用を回復させるためには，原告

中野書写検に別紙通知文（案）を送付させる必要がある。なお，別紙送

付先リストは，原告中野書写検が「書写検だより」などの文書を発信し

ている宛先及び後援を要請した団体などである。そのほとんどは旧書写

検（現在の書写書道検）の会員・受講生や受験団体である。 

   （原告中野書写検の主張） 

     被告琴河原の主張(ア)の第１文は否認し，第２文のうち，原告中野書写

検が別団体等の協賛を要請するに当たり，Ｃが創設した旧書写検の後継者

である旨を伝えていることは認め，その余は否認する。同(イ)は知らない。

同(ウ)のうち，原告中野書写検が審査員に甲９０号証を発信したことは認

め，その余は否認する。同(エ)のうち，第１文は否認し，第２文及び第３

文は知らない。 
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第３ 当裁判所の判断 

 １ 本件訴訟に至る経緯 

   後掲の証拠（特に掲記しない限り枝番号を含む。）等によれば，以下の各事

実がそれぞれ認められ，これらを覆すに足りる証拠はない。 

  (1) Ｃは，昭和４５年，琴河原学園において書道教室を開始し，琴河原学園は

その後有限会社組織とされた。被告琴河原は，平成１２年６月１２日，株式

会社に組織変更され，その中には，日本パソコン能力検定委員会が設けられ，

Ｃの子である被告Ｂは主に同委員会の業務を担当していた。 

（前提事実(1)イ，(3)ア及びイ，甲２，１６の２，乙１３０，１３１， 

１３９の２，１３９の６，被告Ｂ本人） 

  (2) 旧書写検は，昭和５９年の創設以来，その創設者であるＣが理事長を務め

てきたが，長年，Ｃの下でお手本の製作や生徒の指導等に当たってきた被告

Ａが平成２０年１０月から指導面での責任者である会長とされた。被告Ａは，

硬筆楷書教材の変更及びインストラクター制度の改革などを行おうとした

が，地方の会員からは反対の声もあり，旧書写検の組織運営は混乱するよう

になった。そして，平成２１年５月３１日に開催された会員の会総会では，

新インストラクター制度に対する反対の意見が提出されるとともに，理事会

の開催が要求された。 

（前提事実(1)ウ及び(2)イ，甲２１，６１，１００，乙４４， 

４７～４９，５１，１３０，１３１） 

  (3) そのころ，Ｃは，平成２１年ころいわゆる漢検問題で同族経営に対する社

会的批判が強まっていたこと，同年５月，被告琴河原が約１０年ぶりに税務

署の調査を受けることになったこと，Ｃが高齢となり金融機関からの融資を

受けることも困難となったことなどの事情から，理事長職を被告Ａに譲る決

意を固めた。また，上記(2)のとおり，会員の会総会でも，理事会開催要求

があったことから，Ｃは，理事会を開催して，そこで被告Ａを新理事長に選
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任することを計画した。 

（甲２１の７，甲２２，６１，１００，乙５０） 

  (4) 平成２１年６月１６日に開催された理事会には，Ｃ，被告Ａ，被告Ｂのほ

か，被告Ｂの妻であるＧ，Ｈ，Ｅが出席し，他の１人の理事であるＩは被告

Ｂに委任して欠席した。同理事会では，Ｃが被告Ａを理事長に選任すること

を提案したが，被告Ｂは組織内部に混乱が生じていることを理由としてこれ

に難色を示し，Ｇもこれに同調した。理事会での議決の結果，被告Ａを理事

長とする案について，被告Ｂ，Ｇ，Ｉの３名は反対したものの，Ｃ，被告Ａ，

Ｈ，Ｅの４名が賛成し，被告Ａが理事長に選任された。 

（甲２２，弁論の全趣旨） 

  (5) 平成２１年９月１０日に開催された第２回理事会においては，被告Ａが杉

並区に常設の指導場所を設けるなどの提案をしたが，被告Ｂはこれらに反対

し，議事はまとまらなかった。その後も新インストラクター制度に対する反

対があったことなどから，被告琴河原の代表取締役に就任した被告Ｂと被告

Ａとの間にあつれきが深まり，被告Ｂは，被告琴河原の代表取締役として，

被告琴河原の取締役であった被告Ａに対し，平成２１年１２月１６日付けで，

業務改善命令を発した。そして，被告琴河原は，平成２２年１月８日，取締

役会において，被告Ａの取締役解任を議題とする株主総会の招集を決議する

とともに，被告Ａを旧書写検担当の取締役から解任する旨を決議した。 

（甲２６，２７，６１，８１，１００，乙３８，４６，５２，５３， 

８７，１３０，被告Ａ本人） 

  (6) 被告琴河原は，平成２２年１月３１日，株主総会において，被告Ａを取締

役から解任する旨を決議した。これに対し，被告Ａは，旧書写検の会員に対

し，「日本書写能力検定委員会理事長・会長」の肩書において，同年２月４

日付け「２５年の歴史に立脚した日本書写能力検定委員会を守る」と題する

文書を送付した。当該文書には，被告琴河原と旧書写検との関係等について，
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被告Ａの見解が述べられ，「２５年の歴史に立った書写検を共に守り，これ

からの書写教育の発展を共につくっていくことを呼びかけたい」などと記載

されていた。 

（甲３６，乙７，被告Ａ本人） 

  (7) 被告琴河原は，平成２２年２月１２日，被告Ａが旧書写検の会員等に対し

て旧書写検の名称を使用して文書を送付することによって，旧書写検の会員

等に混乱が生じることを避けるため，株主総会において，定款３０条「当会

社の目的遂行のために，琴河原学園および日本書写能力検定委員会，日本パ

ソコン能力検定委員会を設置する。」の「日本書写能力検定委員会」を削除

し，新たに「日本書写書道検定委員会」に改定し，同条を変更する旨の定款

変更を決議した。そして，被告琴河原は，旧書写検の会員等に対し，同年２

２日付けで，①Ｃの手紙（甲４８の１），②「日本書写能力検定委員会，組

織，名称変更のお知らせ」と題する文書（甲４８の２），③「会長就任のご

挨拶」と題する文書（甲４８の３，乙６９）等を送付した。上記②には，旧

書写検が廃止され，旧名称「日本書写検定委員会」から新名称「日本書写書

道検定委員会」に変更され，書写書道検と被告社団法人書写書道振興会が旧

書写検の業務を継続することに加え，被告Ａ名義の文書が被告琴河原と関係

がない旨が記載されていた。 

（甲４８，６１，乙６９，乙１３０） 

  (8) 原告中野書写検は，平成２２年２月下旬以降，「日本書写能力検定委員会

」の名称を使用し，旧書写検の会員等に対し，被告琴河原との紛争の経緯，

旧書写検が東京都中野区に移転するかのような説明又は振込口座の変更が

記載された，同月２６日付け「書写検の家業化阻止にご協力を」と題する文

書（甲５０），同年３月２日付け「新本部開設に伴う措置について（至急）

」と題する文書（乙７４の２），同月７日付け「書写検『会員の会』（４．

４）臨時総会のお知らせ」と題する文書（乙７５の２），日付の記載のない
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「受講料納入方法・教材について」と題する文書（乙７６）を送付した。そ

のため，旧書写検の検定試験受験者が検定作品を原告中野書写検に対して送

付するなどの混乱が生じた。また，原告中野書写検が一般社団法人として活

動することに備え，被告社団法人中野書写検が同年２月２２日に設立された。 

（甲５０，６１，乙６０，７４～７６，１００，１３０，被告Ａ本人） 

  (9) 被告琴河原は，書写書道検の名義で，旧書写検の会員等に対し，平成２２

年３月８日付け「【お願い】退会届をＡ氏にお送りください」と題する文書

（甲５７の２）に退会届のひな形を添えて送付した。当該文書には，「Ａ氏

が今後も私どもの警告を無視し，『日本書写能力検定委員会』を名乗り，い

かなる文書を発信しても，破棄して頂くよう何卒お願い申し上げます。」，

「そこで混乱を避けるために，Ａ氏に対して退会届を送って頂くよう，心よ

りお願い申し上げます。」などと記載されていた。 

（甲５７の２～５７の４，甲６１，乙１３０） 

  (10) 原告中野書写検は，平成２２年３月２５日，第１事件を提起した。旧書

写検は，全国大会を毎日新聞社と共催し，文部科学省の後援を得ていたとこ

ろ，本件を契機として，全国大会の業務を引き継いだ被告社団法人書写書道

振興会は，毎日新聞社との共催や文部科学省の後援を得られなくなった。 

（乙１３０，被告Ｂ本人，当裁判所に顕著） 

 ２ 原告中野書写検の当事者能力について 

   争点の検討に先立ち，原告中野書写検の当事者能力（民事訴訟法２９条）に

ついて検討する。 

  (1) 後掲の証拠等によれば，以下の各事実がそれぞれ認められ，これらを覆す

に足りる証拠はない。 

   ア 原告中野書写検の本部会則 

     原告中野書写検は，本部会則として，以下のとおり定めている。 

記 
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          第２章 目的および活動 

     （目的） 

     第３条 本委員会は書写教育の普及と向上に寄与することを目的とする。 

     （事業） 

     第４条 本委員会は，前条の目的を達成するために次の事業を行う。 

       １．書写に関する検定試験の実施およびこれに必要な調査，研究。 

       ２．検定受検者の成績の管理およびその証明書の発行。 

       ３．書写に関する講習会，講演会などの開催。 

       ４．書写指導員の育成および認定。 

       ５．書写の全国大会の実施。 

       ６．書写に関する出版物の刊行。 

       ７．その他，目的を達成するために必要な事業。 

     （会員制度） 

     第５条 本委員会は，第３条の目的を達成するために会員制度を組織す

る。 

       １．会員とは書写を理解し本委員会の目的に賛同する者。 

       ２．会員の組織は別に定める会員規定により運営するものとする。 

          第４章 役員 顧問 評議員および職員 

     （役員） 

     第７条 本委員会には，次の役員を置く。 

         理事長１名，副理事長若干名，理事３名以上７名以内 

     （理事） 

     第８条 理事は本委員会の設立発起人が就任し，理事は互選で理事長を

選任する。理事長は副理事長を任命し，また必要に応じて理事を

若干名任命することができる。 

     （正副理事長の職務） 
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     第９条 理事長は本委員会を代表し，この会の業務を統轄する。 

         また会員制度の会長を兼務するものとする。 

         副理事長は理事長を補佐し，理事長に事故があるとき，または

欠けたときはその職務を代行する。また会員制度の副会長を兼務

するものとする。 

     （理事の職務） 

     第 10 条 理事は正副理事長と理事会を組織し，本委員会の業務を議決し

執行する。 

     （役員の任期） 

     第 11 条 本委員会の役員の任期は２年間とし，再任を妨げない。 

         補欠によって選任された役員の任期は，前任者の残任期間とす

る。 

     （役員の給与） 

     第 12 条 役員は有給とすることができる。 

     （顧問） 

     第 13 条 本委員会は，理事会の承認を経て顧問を若干名置くことができ

る。 

         顧問は会長の諮問に応じ，意見を述べることができる。 

      

     （評議員） 

     第 15 条 本委員会は評議員を若干名置くことができる。評議員は，理事

会でこれを選出し理事長が委嘱する。評議員には第 11 条を準用

する。この場合には同条中「役員」とあるのは「評議員」と読み

替えるものとする。評議員は評議員会を組織し，理事会の諮問に

応じる。 

     （職員） 



 26 

     第 16 条 本委員会の事業を処理するために職員を置く。 

         職員は理事長が任免する。 

         職員は有給とする。 

     第５章 会議 

     （理事会の招集および定足数） 

     第 17 条 理事会は理事長が招集する。 

         定職数は理事の２分の１以上が出席しなければ議事を開き議決

をする事ができない。理事会は出席者の過半数をもって決し可否

同数のときは理事長の決するところによる。ただし当該理事に付

きあらかじめ書面をもって意思表示した者は出席者とみなす。 

          第６章 資産および会計 

     （資産の種類） 

     第 19 条 本委員会の資産は，次の通りとする。 

       １．設立当初の財産目録に記載された財産 

       ２．事業に伴う収入 

       ３．資産から生じる果実 

       ４．寄付金品 

       ５．その他の収入 

     （事業の費用） 

     第 20 条 本委員会の事業遂行に要する費用は，事業に伴う収入および資

産から生じる果実その他の運用財産をもって支弁する。 

     （事業計画および収支予算） 

     第 21 条 本委員会の事業計画及びこれに伴う収支予算，決算は，毎会計

年度終了後２ヶ月以内に会長が理事会を招集し承認を受けるこ

ととする。 

     （会計年度） 
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     第 22 条 この会の会計年度は，毎年４月１日に始まり３月３１日に終わ

る。 

（甲１の１） 

   イ 原告中野書写検の会員制度についての規定 

      原告中野書写検は，会員制度について，以下のとおり定めている。 

記 

          第１章 総則 

     第１条 この規定は日本書写能力検定委員会の会員制度について定める。 

     （事務局） 

     第２条 会員事務局は日本書写能力検定委員会本部事務局内に置く。 

          第２章 目的および活動 

（目的） 

     第４条 本制度の目的は，書写教育普及振興のために日本書写能力検定

委員会の事業に協力し，書写教育向上発展に寄与すると共に，会

員相互の親睦を計り互いに助け合うことを目的とする。 

     （活動） 

     第５条 会員は前条の目的を達成するため次の事業を行う。 

       １．日本書写能力検定委員会の事業に協力する。 

       ２．講習会，展覧会などの開催。 

       ３．その他必要と認める事業。 

          第３章 会員 

     （入会金及び会費） 

第８条 入会金および会費は次の通りとする。 

         入会金           ￥ １，０００ 

         会費  一般会員 月額   ￥   １００（年一括納入） 

             正会員  月額   ￥ ２，０００ 
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             賛助会員 年額一口 ￥１０，０００ 

        第４章 役員 

（役員） 

     第 12 条 本会には次の役員を置く。 

         会長１名，副会長若干名，幹事若干名，運営委員１５名以内。 

     （会長） 

第 13 条 会長は日本書写能力検定委員会本部の理事長が兼務し会を統

括する。 

     （副会長） 

第 14 条 副会長は日本書写能力検定委員会本部の副理事長が兼務し会

長を補佐する。 

          第５章 会議 

     （総会の構成） 

     第 20 条 総会は正会員をもって組織する。 

     （総会の議決事項） 

     第 24 条 総会は次の事項を議決する。 

       １．事業計画および収支予算 

       ２．事業報告および収支決算 

       ３．その他幹事会において必要と認めた事項 

     （総会の定足数） 

     第 25 条 総会は，正会員現在数の２分の１以上の者が出席しなければ，

その議事を開き議決することは出来ない。ただし，当該議事につ

いて予め書面をもって意思表示をしたものは出席と見なす。 

（甲１の２） 

   ウ 原告中野書写検の活動状況 

    (ア) 組織の構成 
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      原告中野書写検は，平成２２年２月下旬以降，一般会員を募集し，同

年４月４日，会員の会の臨時総会を開催し，会員１１名と本部関係者６

名が参加した。 

（甲６１，乙７２，７３の１，７５の２） 

    (イ) 理事の選任 

      原告中野書写検は，平成２２年２月１７日，被告Ａ，Ｅ，Ｈ及びＪが

出席して理事会を開催し，Ｊの理事就任や旧書写検会則２条を改訂して

本部を原告中野書写検の現住所とすることなどを承認した。 

（甲４６，６１） 

    (ウ) 財務会計 

      原告中野書写検は，平成２２年３月１日，東京都中野区の現住所に移

転し，以後，受講料を原告中野書写検が設けた郵便局の口座に支払うよ

う通知するなど独自の財政基盤の下に活動している。 

（甲６１，乙７６，弁論の全趣旨） 

   エ 被告社団法人中野書写検について 

     被告社団法人中野書写検は，平成２３年２月２２日に設立登記がされ，

原告中野書写検と全国大会（全国コンクール）を共同開催しているものの，

自己の財産について独立の資産管理を行っていない。 

（甲１００，乙６０） 

  (2) 以上に基づいて，原告中野書写検の当事者能力について検討する。 

    法人格なき社団として当事者能力を備えているというためには，団体とし

ての組織を備え，多数決の原則が行われ，構成委員の変更にかかわらず団体

そのものが存続し，その組織において代表の方法，総会の運営，財産の管理

その他団体としての主要な点が確定していることを要する（最高裁平成１３

年（受）第１６９７号同１４年６月７日第二小法廷判決・民集５６巻５号８

９９頁参照）。 
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    これを原告中野書写検についてみるに，上記(1)に認定した事実に照らせば，

原告中野書写検は，会員及び理事会等の組織を備え，理事会においては多数

決の原則が行われ，理事長が原告中野書写検を代表するものと認められる。

会員制度の目的は，原告中野書写検の事業に協力し，会員相互の親睦等を図

るものとされ，原告中野書写検の外にあってこれに協力する団体であるかの

ような体裁となっているが，会長は原告中野書写検の理事長が当然に兼務し，

会を統括するものとされているから，実質的には原告中野書写検の構成員で

あるとみるのが相当である。そして，その構成員である会員の変更にかかわ

らず団体が存続しているものと認められる。また，会員の会の運営や財産の

管理等を含めて原告中野書写検団体としての主要な点が確定しているもの

と認められ，財産管理の点を含めて現実にも独立した運営が行われているも

のと認められる。したがって，原告中野書写検は，民事訴訟法２９条に定め

る「法人でない社団」に該当し，当事者能力が認められる。 

  (3) 以上のとおり，原告中野書写検の訴えは適法である。 

 ３ 旧書写検が権利能力なき社団であり，「日本書写能力検定委員会」及びその

略称「書写検」（英語表記「shoshaken」）という営業表示の主体であったか

（争点(1)）について 

  (1) 後掲の証拠（特に掲記しない限り枝番号を含む。）等によれば，以下の各

事実がそれぞれ認められ，これらを覆すに足りる証拠はない。 

   ア 旧書写検の会則 

     旧書写検の本部会則及び会員制度についての規定は，前記２(1)の原告中

野書写検の会則及び会員制度についての規定とほぼ同一のものであった。 

（甲１の１，１の２，乙５，弁論の全趣旨） 

   イ 旧書写検の資産管理 

    (ア) 旧書写検では，設立以来，資産目録が作成されたことはなく，独自

に保有する不動産等の資産もなかった。 
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（乙１３０，弁論の全趣旨） 

    (イ) 旧書写検名義で開催されるコンクールの出品料等の収入については，

被告琴河原が加入者であって「日本書写能力検定委員会」が別名として

表示される郵便振替口座（００１４０－５－１２４７５９）が全国大会

の出品料等の納付先口座として使用されていた。また，旧書写検では，

みずほ銀行東青梅支店の「日本書写能力検定委員会会長Ｃ」名義の普通

預金口座（１１００００８）が振込先口座として使用されていたが，当

該口座は被告琴河原が管理していた。 

（甲５～９，１４の７～１４の９，甲６１，乙１１，８８，９３， 

１３０，１３２，被告Ｂ本人） 

    (ウ) 旧書写検会員の会の会費等については，被告琴河原の預り金として

会計処理されていた。 

（乙１５，１３０，被告Ｂ本人） 

    (エ) 以上のとおり，旧書写検の収入を被告琴河原が管理していたため，

被告琴河原は，旧書写検の担当取締役であった被告Ａや旧書写検担当の

従業員であったＤ，Ｅ及びＦの人件費を含めて，旧書写検の必要経費を

すべて支出していた（例えば，全国大会において収支不足金があった場

合には，被告琴河原が負担していた。）。 

（乙１４，２２～２５，８４，１１１，１３０～１３２，被告Ｂ本人） 

    (オ) 旧書写検の収支及び資産は，すべてが被告琴河原の収支及び資産と

して，その財務諸表に計上され，被告琴河原において税金が納付されて

いた。 

（甲１００，乙８，９，１０の１，乙１２～１４，８６，１３０， 

１３２，被告Ａ本人，被告Ｂ本人） 

   ウ 旧書写検の組織運営 

     旧書写検では，平成２１年６月１６日，理事会が開催されたが，それは
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設立以来初めて開催されたものであった。 

（甲２１の７，甲２２，６１，乙５０，１３０，被告Ａ本人， 

被告Ｂ本人） 

   エ 被告琴河原における旧書写検の位置付け 

    (ア) 旧書写検のホームページは，平成１２年９月の開設当初から，「個

人情報保護方針」として「本委員会は琴河原株式会社の書写書道教育事

業です。個人情報全体の管理については琴河原株式会社が主体となって

行います。」と記載されていた。また，旧書写検の受験団体登録カード

には，裏面に「日本書写能力検定委員会は琴河原株式会社の書写書道教

育事業です。個人情報全体の管理については琴河原株式会社が主体とな

って行います。」と記載されていた。 

（乙１７～１９，１３０，１４０） 

    (イ) 被告琴河原は，平成１７年１月１日，定款を変更し，３０条におい

て，「当会社の目的遂行のために，琴河原学園および日本書写能力検定

委員会，日本パソコン能力検定委員会を設置する。」と定めた。 

（甲２の２，乙１１２） 

    (ウ) 被告琴河原は，Ｋとの間の，平成１９年１月１日付け業務委託契約

書，平成２０年３月１日付け顧問契約書及び同年１２月２５日付け顧問

契約書において，上記Ｋに委託又は委嘱する業務として，「琴河原株式

会社の組織である日本書写能力検定委員会」の活動に関する助言又は業

務に関する指導助言としていた。 

（乙３２～３４の各２） 

   オ 被告Ａらにおける旧書写検の位置付け 

    (ア) 被告Ａは，平成２１年１１月２０日，被告琴河原の経理担当である

Ｌに対し，東京都中野区に旧書写検の教室を開設するに当たり，契約者

を被告琴河原，連帯保証人を被告Ｂとする内容の賃貸借契約の締結を打
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診した。また，その入居申込書の欄外には，Ｅの筆跡で「なお，日本書

写能力検定委員会は琴河原株式会社内において独立の理事会規定を持

つ公的団体として運営されており文部科学省の後援で毎日新聞社と年

間五つの書写書道全国大会を開催しています。」と記載されていた。 

（乙５４～５６，乙１３０） 

    (イ) 被告Ａは，平成２２年１月１０日，旧書写検の理事長及び会長の肩

書において，旧書写検の会員に対し，「書写検は公共性高い団体であり

続けます」との表題の文書を送付した。当該文書には，「日本書写能力

検定委員会は皆様のご協力を得て今年度，創設２５周年を迎えました。

私たちは書写検本部会則，『会員の会』規定の精神を尊重し，社会に有

益な公共性の高い活動を目指しています。しかしここにきて，設立母体

の琴河原株式会社は理不尽にも四半世紀に及ぶ歴史と実体をもつ任意

団体としての書写検を否定し，会社の事業部門だけの位置づけに方針転

換しました。」，「この事態をご理解いただくには，書写検の二面性が

大きなポイントとなります。書写検は株式会社の定款にある事業部門で

ある一方で，創設以来，書写検本部会則と『会員の会』規定を定め，公

共性の高い団体として位置づけ，運営の基本としてきました。文字文化

の振興という崇高な使命を果たしていくためには高い公共性を維持す

るべきだ，という考えからです。そして，株式会社の事業部門としての

もう一面は決して外に出さず，書写検の対外的な事業・活動から琴河原

株式会社の名前は一切消して運営してきました。会員の皆様も日ごろの

書写検との関係を振り返ってみていただければ，思い当たられることで

しょう。検定もコンクールも振込先の名義はどれも書写検であること一

つをとっても明らかです。」，「書写検は平成２０年末ごろ，琴河原学

園教室との事業仕分けによって，青梅市では書の指導活動は一切行わな

い，という調整案をやむなく受け入れました。そのため，都心部で教室
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のジプシー展開をしてまいりました。しかし，それも限界ということで

常設教室を設けることとし，会社の今期予算案にも盛り込んで承認を受

けました。」，「財務に関しては本部会則には自主運営の規定があるも

のの会社に実務を付託する形できましたが，会社の予算には計上しなが

ら執行を妨害するのは権力濫用もはなはだしいと言わなくてはいけま

せん。」，「私は『書写検の利益は会社の利益』の精神で本部理事長・

会長と会社の担当役員の立場を両立させて参りました。その立場から言

いますと，書写検を隆盛にすることが会社生き残りの道であるにもかか

わらず，書写検潰しとも言える行動に走るのは，会社に背く罪を犯して

いるのではないかと思えるほどです。」などと記載されていた。 

（甲３０，乙１６） 

    (ウ) 旧書写検の顧問であったＫは，平成２１年５月３１日付けで，被告

琴河原代表取締役Ｃあてに，顧問契約を解約する旨通知するとともに，

同年６月７日，Ｌに対し，「私議，Ｋは書写検顧問の業務契約を解約す

る意思を…表明しました。」，「この業務契約は琴河原株式会社との間

で結んでいるもので，解約は契約書第４条に基づくものです。」などと

記載したメールを送信した。 

（乙３５，３６） 

   カ 旧書写検の対外的活動の状況 

    (ア) 旧書写検は，昭和５９年７月から平成２２年１月まで，「書写検だ

より」との名称の機関誌を発行していたが，「書写検だより」には，被

告琴河原との関係が記載されることはなかった。 

（甲１７，乙４２，４４） 

    (イ) 旧書写検は，平成２２年１月まで，毎日ひらがな・かきかたコンク

ール，毎日全国学生書写書道展，全国硬筆コンクール，全国年賀はがき

コンクール及び毎日学生書き初め展覧会を毎日新聞社と共催し，文部科
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学省等の公的機関の後援を得ていた。上記各全国大会では，その決算書

や公的機関にあてた後援願い等を含めて，被告琴河原との関係が記載さ

れることはなかった。 

（甲５～１３） 

    (ウ) 旧書写検は，平成１９年４月１日から平成２０年２月１１日までの

間，文化庁から，「文化ボランティア推進モデル事業」を委嘱され，「教

学キャリア」を実施した。当該事業の委嘱先としては，地方公共団体，

公立文化会館，公益法人等とされ，旧書写検の事業計画書では，「日本

書写能力検定委員会は，…書写教育の普及及び向上に寄与する事を目的

に設立されました。会則により設けられた理事会が意志決定機関となり，

専任の会計事務処理者を置き，収支予算決算は理事会が承認します」な

どと記載され，その他文化庁に提出した文書を含めて，被告琴河原との

関係が記載されることはなかった。 

（甲１４，９６，１００） 

   キ 被告琴河原の商標登録 

     被告琴河原は，平成２０年１０月２０日，「書写検」（標準文字）を商

標出願し，平成２１年８月１４日，その商標登録をした。また，被告琴河

原は，同年１２月２５日，「日本書写能力検定委員会」（標準文字），「全

国書写能力検定委員会」（標準文字）を商標出願し，平成２２年７月２日，

それぞれ商標登録した。 

（甲７３の４，乙１１３～１１５） 

  (2) 以上に基づいて，旧書写検が権利能力なき社団であったかについて検討す

る。 

   ア 権利能力なき社団に当たり，営業表示の主体であるというためには，団

体としての組織を備え，多数決の原則が行われ，構成員の変更にかかわら

ず団体そのものが存続し，その組織において代表の方法，総会の運営，財
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産の管理その他団体としての主要な点が確定していなければならない（最

高裁昭和３５年（オ）第１０２９号同３９年１０月１５日第一小法廷判決

・民集１８巻８号１６７１頁参照）。これらのうち，財産的側面について

いえば，必ずしも固定資産ないし基本的財産を有することは不可欠の要件

ではなく，そのような資産を有していなくても，団体として，内部的に運

営され，対外的に活動するのに必要な収入を得る仕組みが確保され，かつ，

その収支を管理する体制が備わっているなど，他の諸事情と併せ，総合的

に観察して，法人格なき社団として認められる場合があるというべきであ

る（前掲最高裁平成１４年６月７日第二小法廷判決参照）。 

   イ これを本件についてみるに，旧書写検では，設立以来，資産目録が作成

されたことはなく，独自に保有する不動産等の資産もなく（上記(1)イ(ア

)），全国大会の出品料等の納付先口座として，被告琴河原が加入者であ

った郵便振替口座（ただし，「日本書写能力検定委員会」が別名として表

示される。）が使用され，「日本書写能力検定委員会会長Ｃ」名義の普通

預金口座を振込先口座としていたものの，当該口座は被告琴河原が管理し

ていた（上記(1)イ(イ)）。また，会員の会の会費等も被告琴河原の預り

金として処理されていた（上記(1)イ(ウ)）。その上，被告琴河原は，旧

書写検の必要経費をすべて支出し，旧書写検の収支及び資産は，すべてが

被告琴河原の収支及び資産として，その財務諸表に計上され，被告琴河原

において税金が納付されていた（上記(1)イ(エ)及び(オ)）というのであ

るから，旧書写検は，その収支及び資産を管理する体制があったとはいい

難い。 

     他方で，旧書写検の本部会則には，理事長１名，副理事長若干名，理事

３名以上７名以内の役員を置き（７条），理事は互選で理事長を選任し（８

条），理事長は，旧書写検を代表し，その業務を統轄する（９条）と定め

られ，理事は正副理事長と理事会を組織し，旧書写検の業務を議決し執行
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し（１０条），理事会は，理事長が招集し，出席者の過半数をもって決す

る（１７条）と定められている（上記(1)ア）。しかしながら，旧書写検

では，平成２１年６月１６日，初めて理事会が開催された（上記(1)ウ）

のであるから，設立以来２５年にわたって，本部会則とは異なる運営が行

われていたことが明らかである。 

     以上に加え，被告琴河原においては，旧書写検を被告琴河原の組織と位

置付け（上記(1)エ），本件以前である平成２０年１０月２０日に「書写

検」の商標出願をしていること（上記(1)キ），被告Ａらにおいても，旧

書写検が被告琴河原の事業部門との認識を有していたと認められること

（上記(1)オ）に照らすと，旧書写検は，被告琴河原の一事業部門であっ

たものであり，それが被告琴河原から独立して東京都中野区に移転して原

告中野書写検となって初めて権利能力なき社団となったものと認めるの

が相当であって，旧書写検については，上記アに判示した権利能力なき社

団の要件を満たさないというべきである。 

   ウ これに対し，原告らは，旧書写検が，旧書写検の本質的事業部分を除い

た実務的業務について，被告琴河原に対し，包括的に委託して処理してい

た旨主張するけれども，これを認めるに足りる証拠はないし，当該主張の

とおりであるならば，被告琴河原において，旧書写検の収支及び資産を被

告琴河原の財務諸表に計上し，税金を納付する理由はないというべきであ

る。 

     また，原告らは，旧書写検について独立した会計処理が行われ，甲１５

号証の１～３に示される旧書写検の損益推移表や予算案はそのことを示

すものであるとするが，これらは被告琴河原の会計帳簿における旧書写検

の部分を抜き出して作成したものにすぎず（乙１３，被告Ｂ本人），これ

らをもって旧書写検について独立の会計処理が行われていたものと認め

ることはできない。 
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なお，旧書写検は，その対外的活動の主要な部分において，被告琴河原

との関係を表面化させていなかったが（上記(1)カ），これは全国大会に

おける公的機関の後援を得るなどのためであって（乙１，１３０，被告Ｂ

本人），その手法の是非はともかくとして，これによって上記イの判断が

覆るものではない。 

  (3) 以上のとおり，旧書写検は，被告琴河原の一事業部門であって，権利能力

なき社団ではないから，「日本書写能力検定委員会」及びその略称「書写検

」（英語表記「shoshaken」）の表示は，原告中野書写検の営業表示ではな

く，被告琴河原の営業表示であると認められる。 

    したがって，旧書写検が被告琴河原から独立した営業主体であり，その営

業表示として「日本書写能力検定委員会」及びその略称「書写検」を使用し，

原告中野書写検がそれをそのまま継続して使用していることを前提とする

原告中野書写検の請求（請求１及び３）は，その余について判断するまでも

なく，いずれも理由がない。なお，原告中野書写検は，前記１(8)及び後記

４(1)イのとおり，平成２２年２月以降，その営業表示として「日本書写能

力検定委員会」及びその略称「書写検」（英語表記「shoshaken」）の表示

を使用しているが，その現在までの使用によって，上記各表示が原告中野書

写検の営業表示として周知となったことを認めるに足りる証拠はない。 

 ４ 第２事件について 

  (1) 後掲の証拠（特に掲記しない限り枝番号を含む。）等によれば，以下の各

事実がそれぞれ認められ，これらを覆すに足りる証拠はない。 

   ア 被告琴河原（書写書道検）の書写書道に関する事業 

     被告琴河原は，昭和５９年４月以降，その営業表示として，「日本書写

能力検定委員会」及びその略称「書写検」（英語表記「shoshaken」）の

表示を使用していた。そして，被告琴河原は，平成２２年２月以降，書写

書道検の名称として，「日本書写書道検定委員会」及びその略称「書写検
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」（英語表記「shoshaken」）の表示を使用して，①全国書写書道検定試

験の実施（㋐学校教育部門〔硬筆楷書検定・硬筆行書検定・毛筆半紙検定

・毛筆本検定〕，㋑生涯学習部門〔毛筆行書検定・毛筆連綿検定・毛筆細

字検定・毛筆草書検定〕），②資格認定と指導者育成（㋐指導者ライセン

スの認定，㋑講習会の開催，㋒生徒指導，開塾の支援），③教育実習制度

（教育実習の単位登録制度），④通信教育の実施，⑤手本及び教材の開発

・頒布（幼児向けひらがな練習帳・各硬筆検定練習帳・各毛筆検定手本・

硬筆用具・毛筆用具，毛筆用指導用教材など）の書写書道に関する事業を

行うとともに，⑥被告社団法人書写書道振興会が主催する書写書道の全国

大会（㋐全国ひらがな・かきかたコンクール，㋑全国学生書写書道展，㋒

全国硬筆コンクール，㋓全国年賀はがきコンクール，㋔全国学生書き初め

展覧会）に協賛し，その業務の委託を受けている。また，被告琴河原は，

書写書道検のホームページとして＜略＞のウェブ・アドレスを使用してい

る。 

（前記３(3)，甲８５，乙４３，１３０，１４１，被告Ｂ本人） 

   イ 原告中野書写検の書写書道に関する事業 

     原告中野書写検は，その名称として，「日本書写能力検定委員会」及び

その略称「書写検」を使用して，①書写書道の検定試験の実施，②指導者

ライセンスの認定，③通信教育の実施，④手本及び教材の販売，⑤講習会

の実施の書写書道に関する事業を行うとともに，⑤被告社団法人中野書写

検と書写書道の全国大会（㋐ひらがな・かきかたコンクール，㋑全国学生

書写書道展，㋒全国硬筆コンクール，㋓全国年賀はがきコンクール，㋔学

生書き初め展覧会）を共催している。また，原告中野書写検は，そのホー

ムページとして＜略＞のウェブ・アドレスを使用し，旧書写検の機関誌と

同じ題号である「書写検だより」を発行している（「書写検だより」２７

４号〔乙８０の２〕，２７５号〔乙７３の１，乙８２〕，２７６号〔乙８
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３〕及び２７７号〔甲９１，乙１２３〕には，原告中野書写検について，

旧書写検と同じ沿革が記載されていた。）。 

（甲８４，９１，１００，乙６５，７３，乙７７～８３，１２３， 

１２４，１３０，１３５～１３８） 

  (2) 原告中野書写検による「日本書写能力検定委員会」及びその略称「書写検

」（英語表記「shoshaken」）の表示の使用が不正競争防止法２条１項１号

に該当するか等（争点(3)ア）について 

   ア 「日本書写能力検定委員会」及びその略称「書写検」（英語表記「shoshaken

」）の表示は，被告琴河原の営業表示であり（上記(1)ア），周知性を得

ていた（前提事実(5)ウ）。また，原告中野書写検が，旧書写検の名称で

ある「日本書写能力検定委員会」及びその略称「書写検」（英語表記

「shoshaken」）の表示を使用し，被告琴河原（書写書道検）と同一の事

業を実施していることに当事者間に争いがない（争点に関する当事者の主

張(3)ア（被告琴河原の主張）(イ)及び（原告らの主張）参照）から，被

告琴河原の事業と原告中野書写検の事業との間には混同が生じていると

認めるのが相当である。 

     そうすると，原告中野書写検による「日本書写能力検定委員会」及びそ

の略称「書写検」（英語表記「shoshaken」）の表示の使用は不正競争防

止法２条１項１号に該当する。 

   イ また，原告中野書写検は，被告琴河原（書写書道検）と同一の事業を実

施しており，双方の具体的な事業内容（上記(1)）をみても，ほぼ競合し

ているのであるから，原告中野書写検による「日本書写能力検定委員会」

及びその略称「書写検」（英語表記「shoshaken」）の表示の使用は，被

告琴河原の営業上の利益を侵害するおそれがあるというべきである。 

   ウ そして，被告琴河原の不正競争防止法３条１項に基づく差止請求（請求

２(1)）については，その必要な限度の範囲内というべきであり，同条２
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項に基づく廃棄請求（請求２(2)）については，原告中野書写検の不正競

争行為の態様（前記１(8)及び上記(1)イ）に照らすと，差止めだけでは不

正競争行為の再発を防止できないというべきであるから，その必要性が認

められる。 

     したがって，被告琴河原の原告中野書写検に対する不正競争防止法３条

１項に基づく差止請求（請求２(1)）及び同条２項に基づく廃棄請求（請

求２(2)）はいずれも理由がある。 

  (3) 被告社団法人中野書写検による「日本書写能力検定委員会」の表示の使用

が不正競争防止法２条１項１号に該当するか等（争点(3)イ）について 

   ア 「日本書写能力検定委員会」の表示は，被告琴河原の営業表示であり（上

記(1)ア），周知性を得ていた（前提事実(5)ウ）。また，被告社団法人中

野書写検が，旧書写検の名称である「日本書写能力検定委員会」の表示を

使用し，原告中野書写検と共催で全国コンクール事業を実施していること

に当事者間に争いがない（争点に関する当事者の主張(3)イ（被告琴河原

の主張）(イ)及び（原告らの主張）参照）。さらに，被告琴河原は，全国

大会（全国コンクール）を主催するものではないが，被告社団法人書写書

道振興会の全国大会に協賛し，その業務の委託を受けている（上記(1)ア

）のであって，全国大会の実施は被告琴河原の事業と位置付けられるから，

被告琴河原の事業と被告社団法人中野書写検の事業との間には混同が生

じていると認めるのが相当である。 

     そうすると，被告社団法人中野書写検による「日本書写能力検定委員会

」の表示の使用は不正競争防止法２条１項１号に該当する。 

   イ 上記アのとおり，被告社団法人書写書道振興会の全国大会の実施は被告

琴河原の事業と位置付けられるのであり，被告社団法人中野書写検の全国

コンクール事業の実施は，被告琴河原の書写書道に関する事業と競合して

いるのであるから，被告社団法人中野書写検による「日本書写能力検定委
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員会」の表示の使用は，被告琴河原の営業上の利益を侵害するおそれがあ

るというべきである。 

   ウ そして，被告琴河原の不正競争防止法３条１項に基づく差止請求（請求

２(3)）については，その必要な限度の範囲内というべきであり，同条２

項に基づく廃棄請求（請求２(4)）については，被告社団法人中野書写検

の不正競争行為の態様（上記(1)イ）に照らすと，差止めだけでは不正競

争行為の再発を防止できないというべきであるから，その必要性が認めら

れる。 

     したがって，被告琴河原の被告社団法人中野書写検に対する不正競争防

止法３条１項に基づく差止請求（請求２(3)）及び同条２項に基づく廃棄

請求（請求２(4)）はいずれも理由がある。 

  (4) 原告らが不正競争防止法４条・不法行為に基づく損害賠償責任を負うか

（争点(3)ウ）について 

   ア まず，不正競争防止法４条に基づく損害賠償責任について検討する。 

    (ア) 被告Ａは，旧書写検が被告琴河原の事業部門との認識を有していた

と認められるから（前記３(2)イ），「日本書写能力検定委員会」及び

その略称「書写検」（英語表記「shoshaken」）の表示が被告琴河原の

営業表示であることを知っていたと認めるのが相当である。そうすると，

被告Ａが代表者である原告中野書写検及び被告社団法人中野書写検は，

上記各表示が被告琴河原の営業表示であることを知りながら，それぞれ

不正競争行為（上記(2)ア及び(3)ア）を行ったのであるから，不正競争

行為を行うについて，少なくとも過失があったというべきである。 

    (イ) そして，証拠（乙１１０，１４１）によれば，被告琴河原では，前

年の比較において，平成２２年３月から同年５月までの間，全国大会の

売上を除いて，売上が１３３８万６０００円減少し，同年４月１日から

平成２３年３月３１日までの間，全国大会の売上が１５０４万円減少し
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たことが認められる。 

      これに加え，原告中野書写検及び被告社団法人中野書写検の各不正競

争行為の態様（前記１(8)及び上記(1)イ）に照らすと，上記各不正競争

行為を一因として，売上の減少があったと認めるのが相当である。 

    (ウ) そうすると，原告中野書写検及び被告社団法人中野書写検は，不正

競争防止法４条に基づく損害賠償責任がある。 

   イ 続いて，不法行為に基づく損害賠償責任について検討するに，上記アの

とおり，被告Ａは，原告中野書写検及び被告社団法人中野書写検の代表者

として，「日本書写能力検定委員会」及びその略称「書写検」（英語表記

「shoshaken」）の表示が被告琴河原の商品等表示であることを知りなが

ら，原告中野書写検及び被告社団法人中野書写検の各不正競争行為に加担

したのであるから，それぞれの団体の代表者としての権限の範囲を逸脱し

て上記各不正競争行為に加担し，被告琴河原の営業上の利益を侵害したと

いうべきであり，被告琴河原はこの趣旨で被告Ａに対する損害賠償を求め

るものと解されるから，被告Ａは不法行為に基づく損害賠償責任があると

いうべきである。 

     そして，上記アの原告中野書写検及び被告社団法人中野書写検の各不正

競争行為は，不法行為を構成するものであり（不正競争防止法４条は民法

７０９条の特別規定である。），被告社団法人中野書写検は，原告中野書

写検が一般社団法人として活動することに備えるために設立され（前記１

(8)），原告中野書写検と全国大会を共催していること（上記(1)イ）に照

らすと，原告らは，共同不法行為によって，被告琴河原に損害を与えたと

いうべきである。 

   ウ 以上のとおり，原告中野書写検及び被告社団法人中野書写検は不正競争

防止法４条に基づく損害賠償責任があり，被告Ａは不法行為に基づく損害

賠償責任がある。そして，原告らは，共同不法行為によって，被告琴河原
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に損害を与えたのであるから，被告琴河原に対し，連帯して損害を賠償す

る責任がある。 

  (5) 被告琴河原の損害額（争点(3)エ）について 

   ア まず，被告琴河原の１年分の売上減少に係る損害について検討する。 

     上記(4)ア(イ)のとおり，被告琴河原では，前年の比較において，平成２

２年３月から同年５月までの間の３か月間で，全国大会の売上を除いて，

売上が１３３８万６０００円減少し，同年４月１日から平成２３年３月３

１日までの間，全国大会の売上が１５０４万８０００円減少している。 

     そして，証拠（乙１３の４）によれば，旧書写検の平成２０年度におけ

る売上に対する営業利益の割合は９．９６％（９３５万７０００円÷９３

８６万９０００円）であることが認められるから，被告琴河原の営業利益

率を１０％と推定するのが相当である。 

     もっとも，被告琴河原（書写書道検）は，平成２２年２月下旬以降，旧

書写検の会員等に対し，旧書写検の名称変更や被告Ａの文書が被告琴河原

と関係がないことなどを記載した文書を送付している（前記１(7)及び(9)

）から，被告琴河原及び被告社団法人書写書道振興会と原告中野書写検及

び被告社団法人中野書写検とが別団体であることが一定程度知られてい

るものと認められる。これに加え，証拠（乙１４１）によれば，平成２２

年度の全国大会（被告社団法人書写書道振興会主催）の参加者数の減少が

３４％であることが認められるから，原告らの共同不法行為の売上の減少

に係る損害に対する寄与は３０％を上回ることはないと認めるのが相当

である。 

     そうすると，被告琴河原の損害（１年分の売上減少に係る損害）は，全

国大会を除く１年間の推定売上減少額と全国大会の１年間の売上減少額

を合計した金額に，営業利益率１０％を乗じ，更に寄与度３０％を乗じて

算定した金額である２０５万７０００円（千円未満切り捨て）と認めるの
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が相当である。 

    （計算式）２０５万７０００円（千円未満切り捨て）＝（１３３８万６０

００円×４＋１５０４万８０００円）×０．１×０．３ 

   イ 続いて，信用毀損に係る損害について検討する。 

     旧書写検は，従前において，全国大会を毎日新聞社との共催において開

催し，文部科学省の後援を得ていたところ，本件を契機として，全国大会

の業務を引き継いだ被告社団法人書写書道振興会は，毎日新聞社との共催

や文部科学省の後援を得られなくなった（上記１(10)）のであり，これは，

原告らの共同不法行為によって被告琴河原の信用が低下したことが原因

と認めるのが相当である。 

     そして，全国大会の共催・後援が長年続いていたこと（前提事実(4)ア）

など本件に現れた事情に照らすと，その損害額は５０万円を下回ることは

ないと認めるのが相当である。 

   ウ 以上のとおり，被告琴河原の損害は，合計２５５万７０００円であると

認められる。 

     したがって，被告琴河原の原告らに対する不正競争行為・不法行為に基

づく損害賠償請求は，２５５万７０００円及びこれに対する訴状送達の日

の翌日以降である平成２２年１０月６日から支払済みまで民法所定の年

５分の割合による遅延損害金の連帯支払を求める限度で理由がある。 

  (6) 被告琴河原の信用を回復する措置が必要か（争点(3)オ）について 

    上記(5)イのとおり，原告中野書写検の不正競争行為によって被告琴河原の

信用が低下したと認められる上，原告中野書写検は，平成２２年２月下旬以

降，「日本書写能力検定委員会」の名称を使用し，旧書写検の会員等に対し，

文書を送付していること（前記１(8)）を考慮すると，原告中野書写検に対

し，信用回復の措置を命ずるのが相当である。 

    そして，証拠（甲１３０）によれば，上記文書の送付は，被告琴河原の顧
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客名簿（旧書写検会員の会名簿，受験団体名簿，大会参加団体名簿，通信教

育顧客名簿等）を利用したものであると認められる。また，弁論の全趣旨に

より，別紙送付先リスト記載１～１９，４２～６３４の各送付先が毎日新聞

社，関係省庁・自治体，被告琴河原の取引先，旧書写検の会員・受験団体・

受講生等であると認められるから，原告中野書写検に対し，当該各送付先に

限って，別紙通知文の送付を命じるのが相当である。 

    被告琴河原の主張する送付先のうち，①別紙送付先リスト記載２０及び２

１の各送付先は郵便関係の省庁であって，被告琴河原とはその限度で関係が

あるにすぎないし，②同リスト記載２１～４１の各送付先は審査員であって，

第三者的な立場を有する者であり，③同リスト記載６３５～６３８の各送付

先は原告中野書写検を後援するものであって，被告琴河原とは関係がないと

解されるから，当該各送付先に対して通知文を送付する必要性があるとはい

えない。また，通知文の内容については，信用回復の措置に必要な限度にと

どめるため被告琴河原の求める別紙通知文（案）の内容を別紙通知文のとお

りに変更した。 

    したがって，被告琴河原の原告中野書写検に対する不正競争防止法１４条

に基づく信用回復の措置請求は，別紙送付先リスト記載１～１９，４２～６

３４の各送付先に対し，別紙通知文を送付させる限度で理由がある。 

 ５ まとめ 

   以上のとおり，原告中野書写検の請求（請求１及び３）はいずれも理由がな

い。 

   これに対し，被告琴河原の請求のうち，原告中野書写検に対する不正競争防

止法３条１項に基づく差止請求及び同条２項に基づく廃棄請求（請求２(1)及

び(2)），被告社団法人中野書写検に対する同条１項に基づく差止請求及び同

条２項に基づく廃棄請求（請求２(3)及び(4)）はいずれも理由があり，原告ら

に対する不正競争行為・不法行為に基づく損害賠償請求（請求２(6)）は２５
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５万７０００円及びこれに対する訴状送達の日の翌日以降である平成２２年

１０月６日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の連

帯支払を求める限度で理由があり，原告中野書写検に対する不正競争防止法１

４条に基づく信用回復の措置請求（請求２(5)）は別紙送付先リスト記載１～

１９，４２～６３４の各送付先に対して別紙通知文を送付させる限度で理由が

ある。なお，仮執行の宣言については，相当ではないから，これを付さない。 

      東京地方裁判所民事第２９部 

 

 

        裁判長裁判官       大 須 賀       滋 

 

 

           裁判官       菊 池 絵 理                 

 

 

           裁判官       小 川 雅 敏                 


